
R2.3.18　教育委員会会議資料 （教育総務課）

担当課長の新設等に伴い、以下の改正を行う。

・新たに「担当課長」の規定を設ける。
・専決事項の専決区分を一部改める。
・規定中の表現を一部改める。

担当課長の新設等に伴い、以下の改正を行う。

・新たに「担当課長」の規定を設ける。
・規定中の表現を一部改める。

組織改正に伴い、以下の改正を行う。

・社会教育の事務分掌の一部を市長事務部局へ移管することに伴い、市長の補
助機関である職員の補助執行に関する規定を改める。

組織改正及び担当課長の新設等に伴い、以下の改正を行う。

・組織改正に伴い、課名記号を改める。
・新たに「担当課長」の規定を設ける。
・文書を適正に作成し、管理するための原則等を規定する。
・文書の取扱いの現状を踏まえ必要な改正を行い、また規定中の表現を一部改
める。

西宮市教育委員会事務専決規程
等の一部を改正する規程

主 な 提 案 理 由

第２条　市長権限事務に係る校長等の専決に関する規程の一部改正

第４条　西宮市教育委員会文書取扱規程の一部改正

議案第７０号　提案理由説明書

区 分

第１条　西宮市教育委員会事務専決規程の一部改正

第３条　西宮市教育委員会権限事務の補助執行に関する規程の一部改正第７０号



                            議案第７０号  

 

   西宮市教育委員会事務専決規程等の一部を改正する規程制定の件 

 

 西宮市教育委員会事務専決規程等の一部を改正する規程を次のように制定す

る。 

 

  令和２年３月１８日提出 

 

                       西宮市教育委員会 

教育長 重 松 司 郎  

 

                     西宮市教育委員会訓令第 号  

 

西宮市教育委員会事務専決規程等の一部を改正する規程 

 

 （西宮市教育委員会事務専決規程の一部改正） 

第１条 西宮市教育委員会事務専決規程（昭和５５年西宮市教育長訓令第１号）

の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項第２号中「課長及び館長」を「課長、担当課長及び館長」に

改める。 

  別表第１中 

 「 

７ 所属職員の職場研

修の計画及び実施 

委員会の

研修 

 部の研

修 

課内の

研修 

 

                                   」 

 を 

 「 

７ 所属職員の職場研

修の計画及び実施 

委員会内 

の研修 

 部内の 

研修 

課内の 

研修 

 

                                   」 

 に改める。 



  別表第３中 

 「 

４ 歳出予算の所管替

申請(○) 

 全部   

                                」 

 を 

 「 

４ 歳出予算の所管替

(○) 

  全部  

                                」 

 に改める。 

 （市長権限事務に係る校長等の専決に関する規程の一部改正） 

第２条 市長権限事務に係る校長等の専決に関する規程（昭和５５年西宮市教

育長訓令第２号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「部長又は課長」を「部長（西宮市教育委員会事務専決規程（昭

和５５年西宮市教育長訓令第１号）第２条第１号に規定する部長をいう。）

又は課長（同条第２号に規定する課長をいう。次条第１項第２号において同

じ。）」に改め、同条備考第１項中「（昭和５５年西宮市教育長訓令第１号）」

を削る。 

 （西宮市教育委員会権限事務の補助執行に関する規程の一部改正） 

第３条 西宮市教育委員会権限事務の補助執行に関する規程（昭和４２年西宮

市教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中第３号を第４号とし、同項２号中「使用許可」を「管理運

営」に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

  （２） 社会教育に関すること（教育委員会が指定するものを除く。）。 

 （西宮市教育委員会文書取扱規程の一部改正） 

第４条 西宮市教育委員会文書取扱規程（平成１５年西宮市教育委員会訓令第

６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、

同条第２項中「き損」を「毀損」に、「取扱」を「取り扱」に改め、同項を

第３項とし、同条第１項中「すべて」を「全て」に、「取扱い」を「取り扱



い」に、「基づく公文書の公開に対応できる」を「基づき公開できる」に改

め、同項を第２項とし、同条に第１項として次の１項を加える。 

   文書は、意思決定に至る過程並びに事務及び事業の実績を合理的に跡付

け、又は検証することができるよう作成しなければならない。ただし、軽

微な事案に係るものについてはこの限りでない。 

  第４条第１項中「第１項」を削り、同条第２項中「次の各号に掲げる事務」

を「次に掲げる事務（担当課長である文書管理者にあっては、第２号から第

８号までに掲げる事務）」に改める。 

  第５条第１項中「文書管理者」の次に「（担当課長を除く。以下この条及

び第７条において同じ。）」を加え、同条第２項中「当該課」を「当該その

他の課」に改める。 

  第１１条中本文（各号列記以外の部分に限る）に次のただし書を加える。 

   ただし、教育総務課長が認める到達文書については、この限りでない。 

  第１１条第１項第２号中「、あて先を確認したうえ」を「、宛先を確認し

た上で、」に改め、同項第３号を次のように改める。 

  （３） 前２号の規定にかかわらず、書留等特殊取扱郵便物（教育総務課

長が認めるものに限る。）は、特殊文書処理簿に記入したのち課等の職員に

配布し、受領印又は署名をとること。 

  第１４条中「すべて」を「当該文書を所掌する」に改める。 

  第１５条第１項中「文書管理者」を「当該文書等を所掌する文書管理者」

に改める。 

  第１８条第１項第１号を次のように改める。 

  （１） 起案文書には、起案趣旨、起案理由、処理内容、事案の経過その

他の必要事項を記述し、かつ、関係書類を添付すること。ただし、定例又は

軽微な事案については、この限りでない。 

  第３２条第１項中「次に」を「次の各号に」に、「種別及び」を「種別に

に応じ、当該各号に定める」に改め、同条第２項中「法令」を「法令等」に

改める。 

  第３２条に次の１項を加える。 

  ４ 第１項の規定にかかわらず、同項第１号に掲げる文書の種別に該当す

る完結文書（第２項に該当するものを除く。）のうち、保存している期間が



１０年を超えたものについては、文書管理者が認めた場合に限り、以後の保

存を要しないものとする。 

  第３５条第１項第３号中「訴訟」を「不服申立て」に改める。 

  別表を次のように改める。 

別表（第１０条関係） 

 事務局 

課名 課名記号 

教育総務課 教総 
教育企画課 教企 
教育人事課 教人 
教育職員課 教職 
学校管理課 学管 
学校施設計画課 学施計 
学事課 学事 
学校改革課 学改 
学校教育課 学教 
学校保健安全課 学保安 
学校給食課 学給 
特別支援教育課 特支 
地域学校協働課 地協 
文化財課 文 
地域学習推進課 地推 
読書振興課 読振 

 

 教育機関 

課名 課名記号 

教育研修課 教研 
青少年育成課 青育 

 

   付 則 

 この規程は、令和２年４月１日から実施する。 

 

 

 



（参考） 

 ○提案理由 

   組織改正及び担当課長の新設等に伴う所要の改正を行うため。 


